
ICT/ＩｏＴによる地域課題の解決に向けた総務省の取組

～Lアラートの推進等防災分野における取組を中心に～

平 成 ３ １ 年 １ 月 １ ７ 日

総 務 省 情 報 流 通 行 政 局



1本日の内容

１．地域IoT実装総合支援

２．Ｌアラート

３．Ｇ空間防災システム

４．防災に資するＷｉ－Ｆｉ環境の整備



地域IoT実装総合支援



3ＩｏＴ時代の到来

これまでのＩＣＴ コンピュータ、インターネットにより、「ヒト」の情報をデジタル化・共有化し、社会経済を効率化・活性化

ＩｏＴの時代 ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩにより、「モノ」の様々なデータを収集・分析し、新たな価値を創造

幅広い効果をもつ「ICT」の中でも、特に「IoT」による新たな価値創造が成長の源泉となる時代へ

※総務省「ＩｏＴ時代におけるＩＣＴ産業の構造分析とＩＣＴによる経済成長への多面的貢献の検証に関する調査研究」（平成28年）を基に作成

ＩｏＴ・ビッグデータ・ＡＩ等のＩＣＴ投資等が
進展すれば２０２０年度時点で実質ＧＤＰ

約３３.１兆円の押し上げ効果が見込まれる。
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4政府の動き

成長戦略

「未来投資戦略2018」
（平成30年６月15日閣議決定）

世界では、ICT機器の爆発的な普及や、AI、
ビッグデータ、IoT等の社会実装が進む中、
社会のあらゆる場面でデジタル革命が進
み（略）革新的なデジタル製品・サービス・
システムが新たな市場を開拓、占有し続
けており、そこに世界的に資金が次々と流
れ込んでいる。

政府戦略

ＩＴ戦略

「世界最先端デジタル国家創造宣言・
官民データ活用推進基本計画」

（平成30年６月15日閣議決定）
多様かつ多数のインターネット接続機器か
ら送信される大量の情報を収集するIoT技
術、これらを通じ、得られた情報をビッグ
データとして解析する人工知能（AI）技術の
活用は、（略）生産性の向上や新事業の創
出、就業機会の増大へとつながり、国民生
活の向上及び国民経済の健全な発展に寄
与することが期待される。

地方創生
「まち・ひと・しごと創生基本方針2018

改訂版」
（平成30年12月21日閣議決定）

人工知能（AI）やIoT等がもたらす技術革新は、これ
までの生活や経済社会を画期的に変えようとして
いる。（略）具体的には、サイバー空間とフィジカル
空間を高度に融合させることにより、地域、年齢、
性別、言語等による格差なく、多様なニーズ、潜在
的なニーズにきめ細やかに対応したモノやサービス
を提供することで経済的発展と社会課題の解決を
両立し、人々が快適で活力に満ちた質の高い生活
を送ることのできる、人間中心の社会（略）を目指
すこととしている。

地域においても、ＩｏＴ時代への対応が必要に！

官民データ活用推進基本法の成立（平成28年12月公布・施行、平成28年法律第103号）

 政府による官民データ活用推進基本計画の策定 ※平成29年５月30日閣議決定

 都道府県による都道府県官民データ活用推進計画の策定

 市町村による市町村官民データ活用推進計画の策定（努力義務）

政府全体で、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ（人工知能）の活用を推進



5

項 目
課
題

2020年度
（達成すべき指標）

地域ＩｏＴ
分野別モデル

効
果

人
材
の
育
成

次
代
を
担
う

向
上
・格
差
是
正

教
育
の
質
的

政策目標2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

教 育

I
C
T
環
境
の
不
備

教
材
・
指
導
者
・

・
教
育
格
差

社
会
変
化
へ
の
対
応

ICT環境等の整備促進

学習系クラウド標準化
ガイドブック発行

校務系・学習系システム間の連携実証・標準化教育クラウド・
プラットフォーム

プログラミング教育
官民コンソーシアムによる教材開発・指導者育成等の推進、ＩＣＴ環境等の整備促進

地域実証

医 療
介 護
健 康

医
療
費
増
大

高
齢
化
の
進
展

クラウド型医療情報連携ネットワーク（ＥＨＲ）の高度化・実装医療情報連携

ネットワーク（ＥＨＲ）
医
療
費
適
正
化

健
康
寿
命
延
伸

医療・介護・健康データ

利活用モデル(PHR)

農林
水産業

の
技
術
継
承

新
規
就
農
者
へ

・高
齢
化

担
い
手
の
減
少

防 災

農業情報に関する
ガイドラインの策定スマート農業・

林業・漁業モデル

地域
ビジネス

商
店
街
の
衰
退

地
域
内
売
上
減
少

地域ビジネス活性化モデルの優良事例の創出・成功モデルの普及展開
地域ビジネス
活性化モデル

売
上
増

域
外

向
上

生
産
性

マイキー
プラットフォーム システム構築・各地域での実証事業及び全国展開

売
上
増

商
店
街

地
域

人
手
の
確
保

生
産
性
向
上
・

省
力
化

軽
労
化
・

関係省庁と連携したガイドラインの検証・全国普及

観 光

受
入
環
境
の
整
備

地
域
の
観
光
情
報
発
信

観光クラウドの優良事例の創出・成功モデルの普及展開

社会実装に向けた取組の推進共通クラウド基盤の構築・機能拡大、地域実証

多言語音声翻訳技術の研究開発・技術実証

おもてなしクラウド

観光クラウド 観
光
消
費
増
加

観
光
客
増
加

高度化システムの普及展開災害情報の視覚化、多様なメディアとの連携
Ｌアラート

Ｇ空間防災システム

力
の
向
上

地
域
防
災Ｇ空間を活用した地域防災システムの普及展開

働き方
労
働
力

不
足

人
口
減
少

テレワーク

Ｗ
Ｌ
Ｂ
の
確
保

生
産
性
向
上

人
口
増
加

移
住
・交
流

テレワークの普及展開

ふるさとテレワークの普及展開

収
集
・判
断
・伝
達

迅
速
・確
実
な

災
害
情
報
の

20１８年度末を目途に全国運用開始、情報伝達者の参加促進、情報内容の拡充、平時の体制強化

普及展開
多言語音声翻訳

スマート
シティ

解
決

課
題

都
市

データ利活用型
スマートシティ

先導的なデータ利活用型スマートシティの構築・検証 成功モデルの普及展開

大規模実証・改善

官民
協働 サ
ービス

行
政
の
効
率
化
・サ
ー
ビ
ス
向
上

地
域
ビ
ジ
ネ
ス
・サ
ー
ビ
ス
実
施シェアリングエコノミー

地域実装、ルールの整備、働きかけ等

シェアリングエコノミーに対する理解醸成、民間プラットフォームの活用・連携の推進、事業環境の整備

ビッグデータ
利活用

オープンデータ
利活用

オープンデータのための標準化の推進、地方自治体職員等の意識醸成等
官
民
協
働
に
よ
る
地
域
づ
く
り

政
策
資
源
の
制
約

地域ＩｏＴ実装推進ロードマップ（平成30年改定）

オープンデータ・テストベッド（仮称）の運用

調整・仲介（マッチング）機能の運用

オープンデータ・テストベッド（仮称）の整備

調整・仲介（マッチング）機能の創設

クラウド上の教材等を
利活用可能な学校：１００％

クラウド上の教材・地域人材等を活用したプログ

ラミング教育を実施可能な学校：１００％

実装医療圏数：
15程度（2017）～順次拡大（2020）

患者数：実装医療圏人口の5%

実装主体数：８０団体
利用者数：３０万人

システム実装地域数：
３００

運用都道府県数：全都道府県
情報伝達者数：１，０００

高度化実装都道府県数：１５

システム実装自治体数：１００

テレワーク導入企業数：３倍
雇用型在宅型テレワーカー数：１０％以上

整備箇所数：１００箇所
地域の雇用創出：1,600人

地域で活動する企業におけるICT端末・
サービスの利活用状況を全国区に展開

する企業と同程度まで引き上げ

ポイント導入自治体数：
１，３０３

翻訳システム
導入機関数：１００

共通クラウド基盤を利用した
サービスを順次拡大

システム実装団体数：１５０

オープンデータに取り組む
自治体：１００％

オープンデータの利活用
事例数：１００

ビッグデータ利活用に取り組む
地域数:３００

シェアリングエコノミー
活用自治体数：１００

実装地域数：２０カ所程度

官民双方にメリットのある持続的なオープンデータ利活用モデルの構築

地方自治体におけるビッグデータ利活用に関するモデルの構築等

シェアリングエコノミーに係るルールの明確化

データ利活用人材の育成・外部人材との連携等

ビッグデータ利活用モデル等の地域実装の促進

子育て

子
育
て
負
担
の
増
大

妊娠・出産・子育て

支援ＰＨＲモデル

子育て支援

プラットフォーム

子育て支援システム優良事例の創出 子育て支援システムの普及展開 システム実装地域数：30地域
（子育て支援システム）

出
生
率
の

向
上

子
育
て
世
帯

の
就
労
促
進

子
育
て

負
担
の
軽
減

安
心
な

子
育
て

実装主体数：20団体
利用者数：３万人

地
域
経
済
の
活
性
化
、
地
域
課
題
の
解
決
に
よ
る
「地
域
経
済
と
地
方
創
生
の
好
循
環
」

向
上

Ｑ
ｏ
Ｌ

生
産
性

都
市
の

妊娠・出産・子育て支援ＰＨＲモデルの
自律的普及展開の促進

妊娠・出産・子育て支援ＰＨＲモデルの開発

普及展開

普及展開個人の医療・介護・健康情報を時系列的に管理できるPHRの実現に
向けたアプリケーション及びプラットフォームの開発

子育てワンストップサービスの
制度設計・構築

子育てワンストップサービスの実施

スマート農業・林業・漁業モデルの優良事例の創出・成功モデルの普及展開

地

域

の

生

活

に

身

近

な

分

野

実証フェーズ 実装フェーズ



6地域ＩｏＴ実装総合支援

１．地方公共団体のICT/IoT実装に関する計画策定支援

・ 現場における推進体制整備、ICT/IoT実装の具体的な戦略・

計画の策定への支援

２．地域ＩｏＴの実装事業への財政支援

・ ICT/ＩｏT利活用の成功モデル実装への国庫補助・特別交付税措置

３．地域情報化アドバイザー派遣等による人的支援

・ ICT/IoTの知見を有する専門家の派遣等により、ICT利活用やIoT実

装を促進

４.地域ＩｏＴ実装の全国的な普及促進活動

・ ICT地域活性化大賞、地域ICT/IoT実装セミナーの開催 等

＜ 概 要 ＞

 「地域IoT実装推進ロードマップ」の実現に向け、ICT/IoTの実装を目指す地域を対象に、地方公共団体

のICT/IoT実装に関する計画策定への支援、実装事業への財政支援、地域情報化アドバイザー派遣に

よる人的支援など地域IoTの実装を総合的に支援。



Ｌアラート



8Ｌアラートの全体像

•テレビや携帯電話、ネットなど
多様なメディアを通じて、確実・
迅速に住民へ情報提供。

•情報伝達に係る個別入力が
なくなり負担軽減。

情
報
発
信
者

•データ入力の手間を省いた
確実・迅速な情報伝達が可能。

•標準データ形式による情報
入手により効率的な情報提供
やコストの削減を実現。

情
報
伝
達
者

•多様で身近なメディアを通じ、い
つでも、どこでも確実・迅速に情
報を入手することが可能。

•災害に関する緊急情報をリアル
タイムに受信可能。

地
域
住
民
等

＜ Ｌアラートの仕組み ＞ ＜ Ｌアラート導入の効果 ＞

 Ｌ(Local)アラートとは、地方公共団体等が発出した避難指示や避難勧告といった災害関連情報をはじめとす
る公共情報を放送局等多様なメディアに対して一斉に送信することで、災害関連情報の迅速かつ効率的な住
民への伝達を可能とする共通基盤。

 総務省では、災害時における、より迅速かつ効率的な情報伝達実現のため、Ｌアラートの一層の普及・活用を
推進。

 一般財団法人マルチメディア振興センターが運営しており、情報発信者・情報伝達者による利用は無料。

ライフライン等
携帯４社、ガス９０社、
東京電力が配信を開始

地方公共団体
46都道府県（1,727市町村）が、
実際に避難指示や避難勧告の
災害関連情報等の発信。



9Ｌアラート情報の伝達（メディアによる活用）

データ放送

Webサイト

Ｌ字型画面・テロップ

防災情報アプリ



10都道府県別Ｌアラート運用状況の進捗

 2019年１月現在、46都道府県が既に利用を開始しており、2019年度当初には、福岡県が運用を開始すること
で、全都道府県による利用が実現する見込み。

平成31年１月

平成28年３月

平成26年３月

平成23年９月



11Ｌアラートによる情報発信が可能な団体

情報発信が可能な地方公共団体（1,727団体） ※平成30年11月末時点

都道府県
(46団体)

北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、富山県、
石川県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、
岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

市町村
(1,681団体)

福岡県内市町村を除く全市町村

情報発信が可能な団体(118団体) ※平成30年11月末時点

交通事業者
（7団体）

佐渡汽船 東海旅客鉄道 奈良交通 西日本高速道路 沖縄都市ﾓﾉﾚｰﾙ 一般社団法人沖縄県バス協会 一般社団法人沖縄旅客協会

ライフライン
事業者等
(101団体)

青森ｶﾞｽ 弘前ｶﾞｽ株式会社 仙台市ｶﾞｽ局 山形ｶﾞｽ株式会社 相馬ｶﾞｽ株式会社 福島ｶﾞｽ株式会社 桐生ｶﾞｽ 入間ｶﾞｽ 松栄ｶﾞｽ 大東ｶﾞｽ
秩父ｶﾞｽ 東彩ｶﾞｽ 日高都市ｶﾞｽ 武州瓦斯 東京電力ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ 昭島ｶﾞｽ 青梅ｶﾞｽ NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 東日本電信電話 西日本電信電話、
NTTﾄﾞｺﾓ KDDI ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ 角栄ｶﾞｽ 銚子瓦斯 東京ｶﾞｽ 東部瓦斯 一般社団法人日本ｶﾞｽ協会 越後天然ｶﾞｽ 柏崎市（ｶﾞｽ水道局） 蒲原瓦
斯 佐渡瓦斯 新発田ｶﾞｽ 高岡ｶﾞｽ 日本海ｶﾞｽ 小松ｶﾞｽ 越前ｴﾈﾗｲﾝ 東京ｶﾞｽ山梨 上田ｶﾞｽ 信州ｶﾞｽ 長野都市ｶﾞｽ 松本ｶﾞｽ 熱海瓦斯
伊東瓦斯 静岡ｶﾞｽ 下田ｶﾞｽ 犬山ｶﾞｽ 中部ｶﾞｽ 豊岡ｴﾈﾙｷﾞｰ 桜井ｶﾞｽ 大和ｶﾞｽ 新宮ｶﾞｽ 名張近鉄ｶﾞｽ 大阪瓦斯 河内長野ｶﾞｽ 長田野
ｶﾞｽｾﾝﾀｰ 鳥取瓦斯 岡山ｶﾞｽ 津山瓦斯 四国ｶﾞｽ 西部瓦斯 伊万里ｶﾞｽ 佐賀ｶﾞｽ 鳥栖ｶﾞｽ 南日本ｶﾞｽ 大分瓦斯 沖縄ｶﾞｽ 沖縄ｾﾙﾗｰ電
話 等

その他
(10団体)

海上保安庁 第三管区海上保安本部 内閣府 国土交通省関東地方整備局 国土交通省北陸地方整備局 総務省信越総合通信局

国立大学法人信州大学 鳥取県西部広域行政管理組合 鳥取県東部広域行政管理組合 鳥取中部ふるさと広域連合

※ このほか、国からＪアラート情報（国民保護情報）、気象関係情報の提供を受けて、Ｌアラートが配信を行っている。



12Ｌアラートを介した情報伝達

情報伝達が可能な団体 （758団体） ※平成30年11月末時点

地上波
テレビ

(128団体)

北海道放送 宮城ﾃﾚﾋﾞ放送 仙台放送 東日本放送 東北放送 福島中央ﾃﾚﾋﾞ ﾃﾚﾋﾞ埼玉 日本放送協会 ﾌｼﾞﾃﾚﾋﾞ 東京ﾒﾄﾛﾎﾟﾘﾀﾝﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ
ﾃﾚﾋﾞ新潟放送網 長野放送 信越放送 ﾃﾚﾋﾞ静岡 静岡放送 ﾃﾚﾋﾞ大阪 毎日放送 関西ﾃﾚﾋﾞ放送 朝日放送 讀賣ﾃﾚﾋﾞ放送 ｻﾝﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ
九州朝日放送 ﾃﾚﾋﾞ大分 大分朝日放送 札幌ﾃﾚﾋﾞ放送 ﾃﾚﾋﾞ北海道 ﾃﾚﾋﾞ愛媛 愛媛朝日ﾃﾚﾋﾞ あいﾃﾚﾋﾞ 南海放送 北海道文化放送 日
本ﾃﾚﾋﾞ 北海道ﾃﾚﾋﾞ放送 秋田放送 秋田ﾃﾚﾋﾞ 秋田朝日放送 山形放送 福島放送 ﾃﾚﾋﾞﾕｰ福島 新潟ﾃﾚﾋﾞ21 新潟総合ﾃﾚﾋﾞ 新潟放送
ﾃﾚﾋﾞ山梨 山梨放送 長野朝日放送 ﾃﾚﾋﾞ信州 静岡第一ﾃﾚﾋﾞ 静岡朝日ﾃﾚﾋﾞ 東海ﾃﾚﾋﾞ 中京ﾃﾚﾋﾞ 中部日本放送 名古屋ﾃﾚﾋﾞ ﾃﾚﾋﾞ愛知
三重ﾃﾚﾋﾞ 広島ﾎｰﾑﾃﾚﾋﾞ RKB毎日放送 長崎放送 大分放送 ﾃﾚﾋﾞ新広島 日本海ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送 中国放送 山陰中央ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 山陰放送
TVQ九州放送 福岡放送 宮崎放送 高知放送 山形ﾃﾚﾋﾞ 京都放送 高知さんさんﾃﾚﾋﾞ ﾃﾚﾋﾞ高知 等

ラジオ
(242団体)

ラジオ福島 文化放送 ﾆｯﾎﾟﾝ放送 東海ﾗｼﾞｵ 大阪放送 ﾗｼﾞｵ関西 新潟県民ｴﾌｴﾑ 長野ｴﾌｴﾑ 静岡ｴﾌｴﾑ 三重ｴﾌｴﾑ 広島ｴﾌｴﾑ FMしま
ばら ｴﾌｴﾑ愛媛 ｴﾌｴﾑ愛知 ｴﾌｴﾑ仙台 ｴﾌｴﾑ秋田 ｴﾌｴﾑﾗｼﾞｵ新潟 ｴﾌｴﾑ富士 ｴﾌｴﾑ滋賀 ｴﾌｴﾑ大分 FM802 横手ｺﾐｭﾆﾃｨFM放送 せ
んだい泉ｴﾌｴﾑ 石巻ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 いわき市民ｺﾐｭﾆﾃｨ ｴﾌｴﾑ会津 喜多方ｼﾃｨｴﾌｴﾑ ｴﾌｴﾑ上越 柏崎ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 ｴﾌｴﾑ西東京 八ヶ岳ｺﾐｭ
ﾆﾃｨ放送 ながのｺﾐｭﾆﾃｨ放送 軽井沢ｴﾌｴﾑ放送 飯田ｴﾌｴﾑ放送 ｴﾌｴﾑしみず FM島田 京都ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 今治ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 中国ｺﾐｭﾆｪｰ
ｼｮﾝﾈｯﾄﾜｰｸ ｴﾌｴﾑひらかた ｴﾌｴﾑﾍﾞｲ ｴﾌｴﾑとおかまち ｴﾌｴﾑ雪国 あづみ野ｴﾌｴﾑ放送 ｴﾌｴﾑ佐久平 ｴﾌｴﾑぬまづ ｼﾃｨｴﾌｴﾑ静岡 富士
ｺﾐｭﾆﾃｨｴﾌｴﾑ放送 ｼﾃｨｴﾌｴﾑぎふ 福知山FM放送 やおｺﾐｭﾆﾃｨ放送 伊丹ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 ｴﾌｴﾑわいわい 姫路ｼﾃｨFM21 兵庫ｴﾌｴﾑ ｴﾌｴﾑ宮
崎 ｴﾌｴﾑ東京 ｴﾌｴﾑ大阪 西宮ｺﾐｭﾆﾃｨ放送 ｴﾌｴﾑﾅｯｸﾌｧｲﾌﾞ ﾍﾞｲｴﾌｴﾑ 日経ｴﾌｴﾑ社 中央ｴﾌｴﾑ ｴﾌｴﾑ宝塚 FMやんばる 等

CATV
(270団体)

気仙沼ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ あづみ野ﾃﾚﾋﾞ ｴﾙｼｰﾌﾞｲ 伊那ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ ｴｺｼﾃｨｰ・駒ヶ岳 ﾃﾚﾋﾞ松本ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 上田ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 飯田ｹｰﾌﾞ
ﾙﾃﾚﾋﾞ 佐久ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 御前崎ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 小林ﾃﾚﾋﾞ設備 大垣ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ BAN-BANﾈｯﾄﾜｰｸｽ 倉敷ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ﾊｰﾄﾈｯﾄﾜｰｸ ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ
佐伯 大分ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ 日田市（水郷TV） 愛媛CATV 宇和島ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ可児 秋田ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ﾆｭｰﾒﾃﾞｨｱ新潟ｾﾝﾀｰ ｴﾇ･
ｼｨ･ﾃｨ 佐渡ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 上越ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 日本ﾈｯﾄﾜｰｸｻｰﾋﾞｽ 蕨ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 山梨CATV 峡西ｼｰｴｰﾃｰﾌﾞｲ ﾃﾚﾋﾞ北信ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ ｲﾝ
ﾌｫﾒｰｼｮﾝ・ﾈｯﾄﾜｰｸ・ｺﾐｭﾆﾃｨ 信州ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ 蓼科ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ 飛騨高山ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄﾜｰｸ ｸﾞﾘｰﾝｼﾃｨｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ鈴鹿 ｼﾞｭﾋﾟ
ﾀｰﾃﾚｺﾑ-関西 姫路ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞ 東広島ｹｰﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ 今治ｼｰｴｰﾃｨｰﾌﾞｨ 四国中央ﾃﾚﾋﾞ 長崎ｹｰﾌﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ ｹｰﾌﾞﾙﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ島原 等

新聞等
(60団体)

新潟日報社 静岡新聞 中国新聞 愛媛新聞 大分合同新聞 読売新聞長野支局 朝日新聞静岡総局 秋田魁新報社 中日新聞 神戸新聞
中日新聞長野支局 長野日報 信濃毎日新聞 山梨日日新聞社 毎日新聞高知支局 上毛新聞社 産業経済新聞社 共同通信社 等

ポータル等
(23団体)

ﾔﾌｰ LINE ﾌｧｰｽﾄﾒﾃﾞｨｱ ｱｰﾙｼｰｿﾘｭｰｼｮﾝ radiko NTTﾚｿﾞﾅﾝﾄ ﾌｭｰﾁｬｰﾘﾝｸﾈｯﾄﾜｰｸ ｹﾞﾋﾙﾝ ｾｺﾑﾄﾗｽﾄｼｽﾃﾑｽﾞ 等

サイネージ
（7団体）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ 日立ｹｰｲｰｼｽﾃﾑｽﾞ ﾌﾞｲｼﾝｸ ﾃﾞｨｰｼﾞｪｰﾜｰﾙﾄﾞ ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｼｽﾃﾑﾈｯﾄﾜｰｸｽ ｺｺﾛﾌﾟﾗﾝ （株）ﾃﾚﾋﾞ松本ｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ

地方
公共団体
（30団体）

北海道幌加内町、北海道新ひだか町、岩手県矢巾町、岩手県大槌町、秋田県、栃木県上三川町、栃木県鹿沼市、東京都、東京都渋谷区、

神奈川県、神奈川県川崎市、神奈川県海老名市、神奈川県藤沢市、山梨県、山梨県甲府市、山梨県笛吹市、長野県長野市、長野県松川町、
滋賀県大津市、大阪府枚方市、兵庫県加古川市、和歌山県、広島県東広島市、山口県、愛媛県、愛媛県今治市、愛媛県宇和島市、高知県須
崎市、高知県中土佐町、高知県四万十町



13Ｌアラートへの発信状況（平成３０年７月豪雨）
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避難勧告・指示情報

避難所情報

平成30年7月豪雨
7/4-7/9の発信数

～～

3,333

■：Ｌアラート未利用

情報発信件数合計 : 15,227件（避難勧告・指示 :3,004件、避難所情報 : 7,855件、お知らせ 1,549件等)

○情報発信を行った団体数 549団体

地方公共団体 :  542団体 （34道府県）
ライフライン事業者 : ５社 （西日本電信電話、携帯電話会社：３社、沖縄旅客船協会）
国土交通省：２組織 （関東地方整備局、北陸地方整備局）

○豪雨関連の情報発信件数（７月４日～７月９日）



14今後のＬアラートの普及・発展のための課題
（「今後のＬアラートの在り方検討会」報告書（平成30年12月27日）より）

○ 地方公共団体からの災害関連情報の発信
（災害発生後の被災者支援に関わる「お知らせ」情報のＬアラートへの発信の促進等）

○ ライフライン情報等の発信の推進
（電力・水道等の情報発信、河川情報の発信、道路情報・交通情報等の取扱い等）

○ スマートフォン等での利用の促進
（スマートフォンアプリ、デジタルサイネージ、カーナビ等での利用の促進等）

○ 情報伝達者以外への利用の拡大
（メディアのみならず、企業・公的機関等にも利用を拡大）

○ Ｌアラート情報の地図化の推進
（災害関連情報の視覚的把握が可能になるものであり、標準仕様の策定等が必要）

○ 災害関連情報の正確性・迅速性の向上
（情報を発信する防災情報システムの機能向上、日頃からの入力訓練や誤入力等の場合の補正のための
連携体制の整備等事前の体制の整備・強化）

○ 安定的・持続的な運用基盤の確保
（Ｌアラートの運営に要する費用を、利用者により負担していく考え方に転換）

（１） Ｌアラートへ発信する情報の多様化

（２） Ｌアラート情報の利用の多様化・高度化

（３） Ｌアラートの持続的運用等



15Ｌアラート情報の地図化の推進

 災害関連情報を地図化し、その情報をＬアラートを介して提供することで、来訪者といったその地域に
詳しくない者であっても、避難勧告の発令地区等を容易に理解することが可能に。

 総務省では地図化に向けて、平成２８年度から調査研究を実施し、平成３０年度においては実証実験
を実施予定である。

ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙｷｬｽﾄ(株)

ﾌｧｰｽﾄﾒﾃﾞｨｱ(株)

NTTﾚｿﾞﾅﾝﾄ(株)

＜試行版（平成２９年度構築）における配信イメージ＞

① ケーブルテレビ ② スマートフォン

地図上で表示

地図上で表示



16Ｌアラート情報のデジタルサイネージ・カーナビにおける標準表示形式案の策定に向けた取組

 デジタルサイネージ・カーナビによるＬアラート情報表示形式は事業者ごとに異なっている。このため、
被災者は避難の最中に異なる端末を見る度に異なる表示に接することとなり、その迅速な理解及び避難が
妨げられるおそれがある。

 このため、デジタルサイネージ・カーナビそれぞれで、避難訓練等を通じてＬアラート情報の標準表示
形式案を策定し、被災者による情報の迅速な理解及び避難の実現に資する。

＜平成３０年度における取組内容＞

スタート
地点

ゴール地点 避難訓練イメージ図

デジタルサイネージ表示イメージ

※文字サイズ・フォント・色・ピクトグラム等の
表示内容の分かりやすい標準表示形式を検討

災害情報の表示形式に差異

パナソニックシステム
ソリューションズジャパン（株）

（株）JR東日本企画

（株）東芝

被験者に、デジタルサイネージに
表示された情報を見ながら、
移動してもらい、適切にゴール
地点へ誘導可能か、表示内容が
分かりやすいかを検証。

地図・ピクトグラム表示の標準表示形式案を、避難訓練を通じて検証し、策定



17関係省庁との連携（国土交通省の河川情報等のＬアラートを通じた配信）

 国土交通省は、平成30年10月から「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有
プロジェクト」を開催するなど、河川情報等の保有する災害関連情報の発信強化を推進中。

 その一環で、地方整備局等が有する災害関係の情報をＬアラートを通じて配信すべく、調整中。

（出典）「今後のＬアラートの在り方検討会」第５回国土交通省提出資料



Ｇ空間防災システム
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● 地震・津波等による広域災害や緊急性を要する大規模災害に対して、Ｇ空間情報（地理空間情報）とＩＣＴを連携させて構築
する先端的な防災システム。Ｇ空間防災システムの活用による地域連携を図ることにより、地域の災害に対する予測力・予防力
・対応力を強化し、被害の縮小と復興・復旧までの経済的・時間的ロスの最小限化を実現。

Ｇ空間防災システム①

【概要】
津波発生時に波浪系データ等を利用し
て直ちに被害予測等を行うとともに、位
置・場所に応じて避難情報を迅速に住
民に伝達する。

リアルタイム津波浸水・被害予測システム
（波浪計のデータ等を活用した津波等の災害
予測及び避難誘導情報等の確実な提供）

【概要】
都市生活住民が85％の時間を過ご
す地下街等の屋内空間において、災
害の発生場所や人の集積状況等を
測位できる環境を構築し、位置・場所
に応じて、的確な災害情報の伝達等
を行う。

地下街防災システム
（都市災害時の地下街等の屋内空間に

おける災害情報の提供）

【概要】
土砂崩れや洪水発生時に、被害状況
や予測等を的確に把握し、住民に多層
的かつ多様なメディアにより災害情報の
伝達等を行う。

地域防災システム
（山間部や過疎地域等における豪雨、洪水等
の災害情報の迅速な把握と適切な情報提供）

Ｇ空間防災システム



20Ｇ空間防災システム②地域防災システムの例（熊本県人吉市）

本事業では、「防災Ｇ空間情報基盤」から得られる災害情報を多様なメディアから伝達するシステムを構築。
「防災Ｇ空間情報基盤」では、他機関の防災情報と、新たに開発した「参加型災害情報システム」により蓄積し
た市民からの提供情報等を保有し、テレビやカーナビ等の様々なメディアで配信することで、山間地や過疎地
での迅速な安否確認や避難誘導を支援する。

＜Ｇ空間防災システム（地域防災システム）イメージ＞



防災に資するWi-Fi環境の整備
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ア 事業主体：財政力指数が０．８以下（３か年の平均値）又は

条件不利地域（※）の普通地方公共団体・第三セクター

※ 過疎地域、辺地、離島、半島、山村、特定農山村、豪雪地帯

イ 補 助 率：・原則１／２

・財政力指数が０．４以下かつ条件不利地域の市町村：２／３

ウ 事業規模：１箇所当たりの総事業費の平均は、約130万円（平成29年度事業実績）

（億円）当初予算額

Ｈ29年度 Ｈ30年度
Ｈ31年度

予算政府案

31.9 14.3 11.8

伝送路設備

制御装置
（センター設備等）

無線アクセス装置
（IEEE802.11ac対応Wi-Fi）

電源装置

イメージ図

○ 防災の観点から、防災拠点（避難所・避難場所、官公署）及び被災場所として想定され
災害対応の強化が望まれる公的拠点（博物館、文化財、自然公園等）における公衆無線
LAN（Wi-Fi）環境の整備を行う地方公共団体等に対し、その費用の一部を補助する。

Wi-Fiのメリットとして、災害時には、携帯電話等が輻輳のために利
用できない場合でも、情報収集が可能
ラジオや防災行政無線等の片方向の情報伝達手段と異なり、被災
者のニーズに応じた情報収集が可能

避難所・避難場所 官公署

文化財 観光案内所自然公園・都市公園 博物館

防災拠点、災害対応の強化が望まれる公的拠点

公衆無線LAN環境整備支援事業

http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56
http://www.google.co.jp/imgres?sa=X&biw=1280&bih=618&tbm=isch&tbnid=PJuhDKTpfnFGDM:&imgrefurl=http://www.jtb.co.jp/kokunai_htl/list/A12/47/4701/470101/8715071/photo.html&docid=H185-l5blk7vsM&imgurl=http://dom.jtb.co.jp/yado/photo2/LL/8/8715071/87150711000000235.jpg&w=400&h=300&ei=bgxqUuiDMOSDjALy4IHgDQ&zoom=1&iact=rc&page=2&tbnh=143&tbnw=207&start=24&ndsp=28&ved=1t:429,r:37,s:0,i:197&tx=83&ty=56


23平時と災害時におけるWi-Fiの活用

災害時に、固定電話や携帯電話が輻輳等で
利用できない場合であっても、地域住民や
来訪者が災害情報等を効果的に受発信

タブレット端末等をWi-Fiでつなぎ、ICTを
活用した学習活動等を実施

観光利用

教育利用 防災利用

旅行先等でWi-Fiにつなぎ、観光地、食事、
地図等の情報収集や体験をＳＮＳで発信

ホッ

災
害
発
生
（Ｗ
ｉ
ー
Ｆ
ｉ
を
開
放
）

全国約９割の
学校が避難所
に指定

災害時に、滞留者や帰宅
困難者などが生じ得る

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiv9_zlkZfKAhUjiKYKHRBqAD4QjRwIBw&url=http://jouhouka.mext.go.jp/school/innovation/&psig=AFQjCNG_K0k8s56jiIIuPD6bEOGkg6lPog&ust=1452236792723668
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiv9_zlkZfKAhUjiKYKHRBqAD4QjRwIBw&url=http://jouhouka.mext.go.jp/school/innovation/&psig=AFQjCNG_K0k8s56jiIIuPD6bEOGkg6lPog&ust=1452236792723668


24【導入事例】 Wi-Fi整備事業による活用（熊本県熊本市）

○ 災害対策本部が設置される区役所や避難場所にWi-Fi環境を整備するとともに、これらを通じて
市民や観光客等に防災情報を配信する機能を有する情報通信環境を構築。

○ Wi-Fiにアクセスした際に熊本市のホームページを表示し、生活情報、観光情報等を提供。
災害時には、熊本市のホームページを防災サイトに切り替えることにより、災害情報や被災者支援情報等を提供。

・ 日本語、英語、中国語＜繁体字・簡体字＞、韓国語の５言語に対応。
・ 青少年フィルタリングを設定し、有害サイトへのアクセス制限を実施。
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くまもとフリーＷｉ－Ｆｉの利用状況の推移

とても役に立った

57.9%

どちらかというと役

に立った

35.6%

どちらかというと役

に立たなかった

2.9%

役に立たなかった

0.3%

分からない

3.3%

[Q14]Wi-Fiは、災害時の情報収集や通信手段として役立ちましたか。

(n=306)

Wi-Fiは、災害時の情報収集や通信
手段として役立ったか？
(n=306)

「役に立った」
合計93.5%

前震 本震

4/15に、くまもと
Wi-Fiを災害時開放

（出典）平成29年３月「熊本地震における被災地のWi-Fi利用状況等に係る調査研究」

（アクセス件数）


